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（図表 1） 

世界経済 

 

（１） 各国・地域の GDP 

（前年比、％） 

 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010(予)

世界 4.9 4.6 5.2 5.3 2.8 ▲0.6 4.8

米国 3.6 3.1 2.7 1.9 0.0 ▲2.6 2.6

ユーロエリア  2.2 1.7 3.0 2.9 0.5 ▲4.1 1.7

日本 2.7 1.9 2.0 2.4 ▲1.2 ▲5.2 2.8

中国 10.1 11.3 12.7 14.2 9.6 9.1 10.5

韓国 4.6 4.0 5.2 5.1 2.3 0.2 6.1

台湾 6.2 4.7 5.4 6.0 0.7 ▲1.9 9.3

タイ 6.3 4.6 5.1 4.9 2.5 ▲2.2 7.5

インドネシア 5.0 5.7 5.5 6.3 6.0 4.5 6.0

（資料）IMF 

 

 

（２）世界経済に占めるウェイト（米ドル換算の名目ＧＤＰベース） 
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（図表 2） 

米国、ユーロエリアの主要経済指標 

 

（１）米国

2008年 2009年 2010/1Q 2Q 3Q

 1. 実質ＧＤＰ ＜前期比年率、％＞ 0.0 ▲ 2.6 3.7 1.7 2.5

 2. 実質個人消費  ＜前期比、％＞ ▲ 0.3 ▲ 1.2 0.5 0.5 0.7

 ＜前期比、％＞ 2.0 ▲ 0.9 1.9 0.4 1.0

 4. 自 動 車 販 売  （年率、万台） 1,349 1,060 1,120 1,154 1,179

 5. 住  宅  着  工  （年率、千戸） 906 554 617 602 584

 （前年比、％） ▲ 16.7 ▲ 12.9 1.5 5.0 2.7

 7. 非国防資本財受注（除く航空機） （前年比、％） ▲ 3.9 ▲ 19.9 12.3 20.9 18.0

 8. 財・サービス輸出  ＜前期比、％＞ 11.5 ▲ 14.6 4.4 3.0 2.0

 9. 鉱工業生産  （前年比、％） ▲ 3.3 ▲ 9.3 2.7 7.8 6.6

 10. 失業率  （除く軍人、％） 5.8 9.3 9.7 9.7 9.6

 11. 非農業部門雇用者数 (増減数、千人／月） ▲ 302 ▲ 395 87 190 ▲ 30

 12. ＣＰＩ  （前年比、％） 3.8 ▲ 0.4 2.4 1.8 1.2

（２）ユーロエリア

2008年 2009年 2010/1Q 2Q 3Q

 1. 実質ＧＤＰ  ＜前期比年率、％＞ 0.4 ▲ 4.1 1.5 4.0 1.5

    独 実質ＧＤＰ  ＜前期比年率、％＞ 1.0 ▲ 4.7 2.3 9.5 2.8

 ＜前期比年率、％＞ 0.1 ▲ 2.5 0.8 2.7 1.4

 2. 輸出  （前年比、％） 3.9 ▲ 18.1 12.9 22.3 22.6

 3. 独 国内投資財受注  （前年比、％） ▲ 6.9 ▲ 19.6 9.7 16.5 7.9

 （前年比、％） ▲ 0.7 ▲ 2.3 0.5 0.6 1.5

 5. 新車登録台数  （年率、万台） 1,075 1,111 1,071 986 984

 6. 鉱工業生産  （前年比、％） ▲ 1.8 ▲ 14.9 4.7 9.1 6.8

 7. 失 業 率  （％) 7.6 9.4 9.9 10.0 10.0

 8. 消費者物価  （前年比、％） 3.3 0.3 1.1 1.5 1.7

    仏 実質ＧＤＰ

 4. 小売売上数量

 6. ｹｰｽ･ｼﾗｰ住宅価格指数
    （10大都市）

 3. 小売売上高
    (除く自動車、ガソリン、建築資材)

 

 

 

 
（図表 2） 



（図表 3） 

アジア諸国・地域の主要経済指標 

 

(1)中国 （前年比、％）

2008年 2009年 2010/1Q 2Q 3Q

1.実質ＧＤＰ 9.6 9.1 11.9 10.3 9.6

2.工業生産 12.9 11.0 19.6 15.9 13.5

＜＞内は前期比 < 4.8 >< 1.7 >< 1.9 >

21.6 15.5 17.9 18.5 18.4

26.1 30.5 26.4 25.1 23.1

5.輸出 17.4 ▲ 16.0 28.7 40.9 32.2

＜＞内は前期比 < 12.7 >< 7.1 >< 0.4 >

6.ＣＰＩ 5.9 ▲ 0.7 2.2 2.9 3.5

7.人民元貸出 18.7 31.7 21.8 18.2 18.5

（注2）固定資産投資は、都市部、当期の値。中国国家統計局が公表する年初来累計値と同前年比伸び率を用いて当方で試算。

（２）NIEs、ASEAN諸国・地域の実質GDP （前年比、％）

2008年 2009年 2010/1Q 2Q 3Q

2.3 0.2 8.1 7.2 4.4

0.7 ▲ 1.9 13.6 12.9 9.8

2.2 ▲ 2.8 8.0 6.5 6.8

1.8 ▲ 1.3 16.9 19.5 10.6

2.5 ▲ 2.3 12.0 9.2 6.7

6.0 4.5 5.7 6.2 5.8

4.7 ▲ 1.7 10.1 8.9 5.3

3.7 1.1 7.8 8.2 6.5

タ　　イ

韓　　国

台　　湾

香　　港

シンガポール

インドネシア

マレーシア

フィリピン

（注1）工業生産、輸出の季調値は、X-12-ARIMAによる当方算出値。

3.消費財小売売上総額

4.固定資産投資
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（図表 4） 

実質 GDP と生産 

 

(1)実質 GDP 

（季調済前期比、内訳は寄与度、％）

7～9月 10～12 1～3 4～6 7～9

 実 質 Ｇ Ｄ Ｐ  -0.4  1.0  1.6  0.4  0.9 

  国 　内 　需　 要  -0.9  0.5  1.0  0.1  0.9 

 民 間 需 要  -0.8  0.4  0.9  0.2  0.9 

 民間最終消費支出  0.3  0.4  0.4  0.0  0.7 

 民間企業設備  -0.3  0.2  0.1  0.2  0.1 

 民 間 住 宅  -0.2  -0.1  0.1  -0.0  0.0 

 民間在庫品増加  -0.6  -0.1  0.3  -0.1  0.1 

 公 的 需 要  -0.1  0.1  0.1  -0.1  -0.0 

 公的固定資本形成  -0.1  -0.0  -0.0  -0.1  -0.0 

  純  輸  出  0.5  0.5  0.6  0.3  0.0 

 輸  出  1.3  0.8  1.0  0.8  0.4 

 輸  入  -0.8  -0.2  -0.4  -0.5  -0.3 

 名 目 Ｇ Ｄ Ｐ  -0.6  0.4  1.7  -0.7  0.7 

2009年 2010年

（資料）内閣府「国民経済計算」 

 

（２）生産 

（注）1. その他電気機械は電気機械、情報通信機械を合成したもの。

2. 2003/1Q以前は、2000年基準の指数を用いて算出。

3. 2010/4Qは、予測指数を用いて算出。

（資料） 経済産業省「鉱工業指数統計」
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（図表 5） 

実質輸出 

 

（１）実質輸出入 
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（資料）財務省「貿易統計」、財務省・日本銀行「国際収支状況」、日本銀行「企業物価指数」 

 

（２）実質輸出の内訳 

（地域別） （前年比、％） （季調済前期比、％）
暦年 2009年 2010

2008年 2009 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

米国 <16.1> -8.8 -32.6 7.1 -1.2 11.3 3.4 -2.5

ＥＵ <12.5> -0.1 -34.6 9.6 -4.0 8.5 4.2 -3.1

東アジア <51.4> 3.4 -15.8 7.8 7.9 5.0 0.8 0.9

中国 <18.9> 6.7 -10.2 6.4 9.1 2.5 2.7 6.1

ＮＩＥｓ <23.5> -0.0 -18.0 6.7 6.9 5.3 -0.6 -2.6

ＡＳＥＡＮ４ <9.1> 6.4 -20.5 13.7 8.1 9.0 0.6 -0.7

その他 <20.0> 16.1 -32.1 11.3 11.1 9.1 -4.0 -3.8

実質輸出計 1.8 -25.6 7.6 5.2 9.6 -0.4 -2.7

（主な財別）
自動車関連 <20.0> 3.2 -41.4 11.3 4.9 10.7 0.5 -0.4

情報関連 <11.3> 0.8 -17.0 5.7 5.9 7.2 -1.5 -1.9

資本財・部品 <27.9> 5.2 -28.1 9.9 8.7 14.7 1.2 -4.2

(注)　1．＜　＞内は、2009年通関輸出額に占めるウェイト。
　　　2．「情報関連」は、電算機類、通信機、ＩＣ等電子部品、科学光学機器。
　　　3. 2010/4Qは10月の7～9月対比。
（資料）財務省「貿易統計」、日本銀行「企業物価指数」
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（図表 6） 

個人消費と雇用環境 

 

（１）耐久消費財の販売 
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（資料）経済産業省「商業販売統計」、日本自動車販売協会連合会「自動車国内販売」、全国軽自動車協会連合会「軽自動車新車販売速報」 

 

 

（２）失業率と有効求人倍率 
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（資料）総務省「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」 
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（図表 7） 

物  価 

  （１）水準

  （２）前年比

(資料）総務省「消費者物価指数」、日本銀行「企業物価指数」「企業向けサービス価格指数」
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（図表 8） 

2010 年度～2012 年度の政策委員の大勢見通し 

（2010 年 10 月 28 日公表） 
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（図表 9） 

米国の家計部門におけるバランスシート調整 

 

（１）家計部門のレバレッジ比率 
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（注）点線は 1981～2000 年のトレンド。 

（資料）BEA、FRB 

 

（２）家計部門の金融負債の内訳 
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（資料）BEA、FRB 
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（図表 10） 

欧州のソブリンリスクを巡る状況 

 

（１）欧州の国債利回りの対ドイツ国債スプレッド（10 年） 
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（資料）Bloomberg 

 

（２）ユーロエリアの財政赤字の削減計画 
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（図表 11） 

新興国の資産価格と国際商品市況 

（１）株価 
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（３）国際商品市
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（図表 12） 

 

 

為替相場 

（１）ドル、ユーロの対円相場

（２）韓国ウォン、中国人民元の対円相場

（３）円の実効為替レート（名目、実質）

（注） 1.実効為替レートはＢＩＳのブロードベース。
2.実効為替レートは2010/10月まで。その他については、2010/11月まで。

（資料） ＢＩＳ、日本銀行、Bloomberg
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金融政策運営 

 

日本経済がデフレから脱却し、物価安定のもとでの持続的成長経路に

復帰するために、以下の３つの措置により、中央銀行としての貢献を粘

り強く続けていく。 

 

１． 「包括的な金融緩和政策」を通じた強力な金融緩和の推進 

 物価の安定が展望できる情勢になったと判断するまで、実質ゼ

ロ金利政策を継続 

 「資産買入等の基金」の活用を通じて、長めの市場金利の低下

とリスク・プレミアムの縮小を促す 

 

２． 多様な資金供給オペレーションを活用した金融市場の安定確保 

 

３． 「成長基盤強化を支援するための資金供給」を通じた金融機関や企

業の前向きな取り組みの後押し。また、成長基盤強化に資する金融市

場の整備などに向けても貢献していく。 

 

 

今後とも、先行きの経済・物価動向を注意深く点検したうえで、適切に

政策対応を行っていく。 
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包括的な金融緩和政策（2010 年 10 月 5 日決定） 

□ 無担コールレート・オーバーナイト物の誘導目標水準を「0.1%

前後」から「0～0.1%程度」に変更。 

 

□ 物価の安定が展望できる情勢になったと判断するまで、実質ゼ

たリスク要因を点検し、問題が生じていないことが条件とした。

 

債金利に対する社債金

利の上乗せ幅）の縮小を促していく。 

□ 多様な金融資産の買入と固定金利オペを行うため、臨時の措置

として、基金を創設。 

□ 買入の対象資産と金額：国債（長期国債 1.5 兆円、国庫短期証

券 2 兆円）、CP（0.5 兆円）、社債（0.5 兆円）、指数連動型上場投

資信託  

 

１．金利誘導目標の変更（実質ゼロ金利政策の明確化） 

 

２．「中長期的な物価安定の理解」に基づく時間軸の明確化 

ロ金利政策を継続。 

※ 金融面での不均衡の蓄積（資産価格の過度な上昇等）を含め

 

３．資産買入等の基金の創設 

□ 金融緩和を一段と強力に推進するために、長めの市場金利の低

下と各種リスク・プレミアム（例えば、国

□ 基金の規模：35 兆円程度（買入資産 5 兆円程度、固定金利オペ

30 兆円程度） 

（ETF 0.45 兆円）、不動産投資信託（J-REIT 0.05 兆円）。

（図表 14） 
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需給ギャップと将来推計人口 

労統計」「職業安定業務統計」、経済産業省「鉱工業指数統計」等 

（２） 将来推計人口 

（１） 需給ギャップ 
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成長基盤強化を支援するための資金供給（2010 年 6 月 15 日決定） 

概 
 
 

 
 
 

要 

□ 金融機関の成長基盤強化に向けた融資・投資の実績額の範囲内

で、当該金融機関に対し、長期かつ低利の資金を供給。  

  貸付対象先 ：地域金融機関を含む多数の金融機関  

  貸付期間 ：最長４年（原則１年、３回まで借換可能）  

  貸付利率 ：貸付時の政策金利（現在は0.1％）  

  貸付総額 ：残高上限３兆円（対象先毎の上限：1,500億円）

  受付期限 ：2012 年３月末 

狙

 
 

 
 

い 

□ 金融機関が成長基盤強化に向けた取り組みを進めるうえでの「呼

び水」となること。  

様な取り組みをできるだけ

すること。  

□ 日本銀行自身が個別の企業や業種への資金配分に直接関与しな

いこと、資金供給の規模や期間の点で、金利政策や金融調節の円滑

な遂行に支障を来たさないことに留意。 

 

□ 金融機関が自らの判断で行う多種多

 

幅広く後押し

 

融資・投資実績の分野別構成比（第 1 回、第 2 回累計：1 兆 5,349 億円） 

医療・介護・健
康関連事業

11%8%  

研究開発
6%

再生事業

アジア諸国等に
おける投資・事

7%

社会インフラ整
備・高度化

12%

その他
26%

環境・エネル
ギー事業

30%

地域再生・都市業展開
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（図表 17） 

埼玉県の経済 
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(3) 家計部門の対全国比較 

1) 景

関東財務局「法人企業景気予測調査」 

玉県の製造業(2009 年工業統計調査2) 埼
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（億円） 構成比（％） （所） 構成比（％） （人） 構成比（％）

17,806 15.3 652 4.8 41,328 10.7
料品 14,119 12.2 955 7.0 61,345 15.8
学 13,826 11.9 349 2.

情報通信機械器具 8,009 6.9 179 1.

輸送用機械器具
食
化 6 19,788 5.1

3 13,692 3.5
印刷・同関連 7,279 6.3 1,110 8.2 31,148 8.0
金属製品 6,492 5.6 15.8 34,119 8.8
プラスチック製品 5,966 5.1 1,162 8.6 26,720 6.9

生産用機械器具 4,837 4.2 1,280 9.4 22,793 5.9
業務用機械器具 4,435 3.8 435 3.2 12,342 3.2

製造品出荷額等 事業所数 従業者数

2,147

電子部品・デバイス等 5,374 4.6 319 2.3 16,560 4.3
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